
公開草案第４号 「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その 1）

（案）」へのコメント 

 
企業会計基準委員会 殿 
  
公開草案を拝見させていただき以下の以下の点につきましてコメントさせて 
いただきます。 
  
１． １．公開草案の目的において、日本公認会計士協会から公表されている実務指針 
等を注釈により列挙されておりますが、『監査委員会報告第７０号「その他有価証 
券」の評価差額に対する税効果会計の適用における監査上の取扱い（Ｈ１３年２ 
月２４日）』が記載されておりません。その他有価証券の評価差額に係る繰延税金 
資産の回収可能性は、連結納税制度を選択したとしても上記取扱いに準ずるべきと 
考えます。 
特に、監査委員会報告第６６号にて３、４但し書きの会社に分類される場合は、将 
来の合理的な見積可能期間内の課税所得の見積額からスケジュ－リング可能な一時 
差異の解消額を加減した額を限度して計上することとされてますので、上記取扱い 
は連結納税制度を適用した場合にも有用であると考えます。 
  
２． ２．Ｑ３「付加税率の取扱い」において、簡便的に流動資産に表示される繰延税金 
資産についても、付加税率を含まない税率で計算することも認められるとしていま 
すが、この簡便的取扱いは、「金額に重要性がない場合」のみ認められるとすべきで 
あると考えます。一時差異等の額は各会社間において差があり、２％といえども無 
視できない金額になる可能性があります。繰延税金資産は配当限度額計算から除外 
されないため、付加税率適用期間の配当計算にも２％を含むと含まないでは影響が 
あります。 
ここは、「重要性の原則」の一文を盛り込むべきと考えます。 
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